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1,236無線交信訓練回数

20,233

種　別 指標の名称 (単位)
（２９年度）

２５年度

　決算額　　(単位：千円) 27,282

２６年度 ２７年度

16,665

16,898

成果指標

6,817　人にかかるコスト（人件費など）

災害時における通信手段の設備として効率的な整備を行っている。

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）

　一般財源（区負担額） 34,099

7,049

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費）

　その他のコスト（扶助費・補助費など）

　総経費

目標値

228

1,300

［評価の理由］（区民生活への影響を十分考慮すること）

固定系防災行政無線は、電波法の改正を踏まえデジタル化に向けて検討を重ねている。２８
年度は基本設計業務に着手しており、今後、実施設計、施工とスムーズにデジタル化すべく事
業を進める必要がある。

3
評
価
の
視
点

評価 評価の理由

大規模災害時における被害情報や帰宅困難者情報等を正確・迅速に区内全域に連絡・周知するため、防災
行政無線は必要不可欠である。

拡大

評
価
結
果

老朽化している固定系防災行政無線の取付用柱の建替工事を計画的に行う等、適切に管理している。また、
通信訓練も旧学校に新たに入居した施設も参加させる等適切に行っている。

3 災害時における連絡及び周知用の手段として適切である。

4必要性

今後の方向性
拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

22,850

0

0

18,998

0

4,812

手段の適切性

事務事業コスト

(単位：千円)

財源項目

(単位：千円)

前回評価から
改善した事項

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）

23,810

23,810

1,494

34,099

0

22,850

事業対象

事務事業名 防災行政無線等の維持管理

　

危機・災害対策課

行政計画 事業NO. 97 計画事業名
事業の開始・終了年度

災害対策本部機能の充実

事
務
事
業
の
概
要

　

[事業開始]

②災害対策本部体制の強化

法令（義務） 〔法令等名〕

Ⅱ-１．個性を活かしたまちづくりの推進

 [施　　策]

事業区分

維持管理

平成２８年度　事務事業評価シート

（４）安全・安心の充実強化

災害対策基本法根拠法令等

目的達成度 4

効率性

事業内容

委託の有無

事業目的

活動指標
226

災害時における情報伝達の充実及び情報連絡体制の確立を図るため、防災行政無線等を整備する。

17,504

234

228

無線機器類保守等
一部委託

・固定系防災行政無線の維持管理（親局１局・子局７５局）
・地域系防災行政無線の維持管理（親局１局・簡易統制局１局・半固定局９２局・車載局５局・携帯局５局）
・移動系防災行政無線の維持管理（親局１局・子局４７局）

補助金の有無

東武浅草駅及びＴＸ浅草駅に新たに地域系防災行政無線を設置した。また、無人となっていた旧学校に施設が入居し
たことに伴い無線通信訓練回数を増やした。

0

事
務
事
業
の
実
績

所
管

総務部

年度

委託内容
なし

台無線局の設置台数 228

0

5,951

回 1,360 1,397

長期総合
計画体系

 [基本目標]

①一般区民②在勤者③在学者④滞在者

昭和

年度[終了予定]

 [小　　柱]


